
 
 
 
 
 
 
 
 
  日田市監査委員告示第 １３ 号 
 
 
 
 
  地方自治法第１９９条第１４項の規定により、定期監査の結果に対する 
 
 措置について次のとおり公表する。 
  
 
 
  
     監 査 対 象 ： 天瀬振興局、馬原出張所、五馬出張所、 

長寿福祉課、老人福祉センター 
 
  
     措置の内容 ： 別紙のとおり 
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              日田市監査委員  小 ケ 内  聡 行 
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○写



定期監査結果に基づく措置の状況について 

監査の結果 措置の内容 

【天瀬振興局】 

 

〇周辺地域活性化対策事業費補助金の交付事務に

ついて 

日田市では、周辺地域の活性化を促進するた

め、各振興局及び各振興センターの管内で地域振

興に資する民間団体等の自主的な活動に対して、

周辺地域活性化対策事業費補助金を交付してお

り、日田市補助金等交付規則の規定により交付事

務が行われている。 

天瀬振興局での事務の執行状況を確認したとこ

ろ、補助金の交付決定後に事業費等の変更による

補助金額の変更を生じながら、同規則第11条に規

定する変更申請及び承認の手続きがなされてない

ものが見受けられた。 

日田市周辺地域活性化対策事業費補助金交付要綱

第9条において、補助金額の変更については、軽

微な変更とは認めないとされていることから、規

則等に則った事務処理を行なわれたい。 

 

【天瀬振興局】 

 

 

事業費等の変更による交付決定後の補助金額の

変更については、変更申請及び承認の手続きを経

ず、実績報告を受けての補助金額の確定手続きの

中で行っておりました。 

この原因は、関係規則等に対する認識不足によ

るものであり、今後は、関係規則等に則った事務

執行の徹底を図るとともに、職員に対しても改め

て法令等の順守を周知・徹底し、再発防止に努め

てまいります。 

 



監査の結果 措置の内容 

【長寿福祉課】 

 

〇老人保護措置費の支払事務について 

長寿福祉課では、老人福祉法に基づく老人保護

措置費について、毎月各施設から提出された前月

分までの精算書の提出をもって、措置費の支払い

を行っている。 

 日田市老人福祉法施行細則第８条では、老人ホ

ームの長及び養護受託者は、毎月分の措置費につ

いて、請求書を当月７日までに提出することが義

務付けられており、市は措置費の支払いと「老人

措置費支給明細書」の交付が義務付けられている

が、事務の執行状況を確認したところ、細則第８

条の請求書の提出はなく、細則第９条に規定され

る翌月７日までの精算書の提出をもって支払いが

なされていた。 

 また、「老人措置費支給明細書」の交付もなされ

ていないことから、施行細則に則った事務処理を

行われたい。 

 

【長寿福祉課】 

 

 

老人保護措置費については、ご指摘のとおり、

これまで各施設に対して、当該月に必要な請求書

の提出を求めず当該月の翌月に提出を求める精算

書をもって支払いを行っており、また、老人措置

費支給明細書についても、交付を行っておりませ

んでした。 

この原因は、関係法令に対する職員の認識不足

によるものでした。 

今回のご指摘を受け改めて確認したところ、県

内の多くの市では、本市の支払い実態と同様の規

程が整備されており、大分県のマニュアルにおい

ても同様の手続が示されていることが判明いたし

ました。 

このことを踏まえ、早急に市の施行細則の改正

を行い、実態と法令との乖離を解消いたします。

 


